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岩手県合同輸血療法委員会 令和３年度アンケート調査報告 

 

１．はじめに 

 平成 15 年の「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」の制定に基づき、同年

厚労省からの「血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方針」等

を踏まえて、次第に合同輸血療法委員会が全国都道府県に設置され、その活動を通じて血液

製剤の適正使用に係る院内体制の整備が推進されることになった。 

岩手県においても民間の方々による同様な活動が開始されたが、その持続的な活動推進の

ため平成 23 年度に改めて岩手県と岩手県赤十字血液センターにより合同輸血療法委員会を

発足し、関連の強い医療機関の輸血関連の代表者を中心に、県をあげて血液製剤の適正使用

を推進していくことになった。 

このアンケート調査は、個々の医療機関の輸血医療体制の現状を明らかにし、全国の動向

と比較する中で、より良い輸血療法について考えていくために本会が発足した平成 23 年度

から実施している。当初は、本会参加 28医療機関を対象として実施したが、6年目となる平

成 28 年度アンケート調査から、より一層県内における適正かつ安全な輸血療法を目指して

いくためには、県内における輸血療法の実態等を幅広く把握する必要があるとの認識に立ち、

岩手県赤十字血液センターから年間総 100単位以上の供給を受けている医療機関まで拡大し、

実施した。 

昨年度から、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大により各医療施設が多

忙となると考えられたため、調査対象を本委員会所属 28 病院のみに縮小し、輸血管理体制、

および血液製剤の使用状況に絞って調査した。今年度は、輸血前後感染症検査の実施状況、

輸血前後の検体保存状況を追加して調査を実施した。また、アンケートの答えやすさと事務

局での集計を効率に行うために、これまでの郵送・FAX に加えて、Web 回答フォームによ

る集計も行った。  

調査にご協力いただいた 28 名の委員とその所属医療機関関係者の皆様に、改めて感謝申

し上げる。 

この調査を踏まえて、それぞれの医療機関がどのような位置づけにあるかをご確認頂き、

より良い方向性を探ることにより、本県の関連医療機関と地域医療の向上に役立てて頂けれ

ば幸いである。 

 

２．調査方法 

(1) 調査の概要 

令和 2年（2020年）１月から 12月までの期間を対象として、項目１は病床数等の基

本的事項について、２は輸血に関する施設の管理体制について、３は輸血療法委員会の

有無や開催状況について、４は輸血療法の実績について、５は貯血式自己血輸血につい

て、６は輸血前感染症検査の実施状況について、７は輸血後感染症検査の実施状況につ

いて、８は輸血前後の検体保存状況について、９はその他（自由記述）による調査を実

施した。 

(2) アンケート調査対象 

   本会委員 28人（28医療機関）を対象として実施した。 



 

 

(3) アンケート調査方法 

① 調査期間  令和 3年 7月 1日～7月 31日 

② 本会委員 28人（28医療機関）を対象として、質問紙およびWeb回答フォームによ

り調査を実施した。 

回答数：28施設、回答率：100.0％ 

 

３．調査結果の概要 

本アンケート結果の詳細については、個々のデータを参照して頂きたいが、前年の本会ア

ンケート調査結果との比較からうかがえる本県の際立った特徴についてのみの概説にとどめ

る。また、輸血関連体制などが医療機関の規模によって異なると予想されるため、一部の項

目に関しては、病床数 500床以上（大規模施設）、病床数 300床以上 500床未満（中規模施

設）、病床数 300床未満（小規模施設）に分けて集計した。 

 

「１．病床数等の基本的事項」では、本アンケートの対象医療機関を病床規模別にみると

所属施設では 300 床未満の小規模施設の割合が 79％（22 施設）を占める。また、公立・自

治体病院の占める割合が全施設の 50％（14施設）を占めるのが、当県の特徴である。 

 

「２．輸血に関する施設の管理体制」では、学会認定輸血検査技師は前年と比べ施設数に

変化はなかったが、人数は減少した。(2施設 7名）。 

学会認定自己血輸血看護師は、前年とくらべ１施設増加した（2019 年 4 施設・2020 年 5

施設）、人数も増加した（7名）。 

学会認定臨床輸血看護師は、施設数・人数ともに変化はなかった（7施設・10名）。 

学会認定アフェレーシスナースは前年と同様に所属施設はなかった。 

 

「３．輸血療法委員会の有無や開催状況」では、輸血療法委員会の設置数は前年と同様に

25 施設だった。輸血療法委員会の開催回数は、年 6 回以上の開催が 21 施設であったが、6

回開催に至っていない施設がある。 

 

「４．輸血療法の実績」では、岩手県での輸血患者は同種血輸血が多くを占める。輸血患

者数は、同種血患者数については増加したが、自己血輸血患者数は減少し、同種血と自己血

併用の患者数は前年と比べて横ばいだった。 

岩手県で使用した血液製剤の使用状況は、赤血球製剤、凍結血漿ともに前年より減少した

が、血小板製剤は同等だった。また、アルブミンの使用量については、等張製剤・高張製剤

共に減少した。 

過去 1年間に廃棄された血液製剤は、赤血球製剤は増加し、血小板製剤、凍結血漿は減少

した。 

 

「５．貯血式自己血輸血」では、岩手県では貯血式自己血輸血を行っている病院は 14 施

設で、前年より 1施設減少した。過去 1年間の採血件数は前年に比べ減少していた。 

 



 

 

「６．輸血前感染症検査」では、HBs 抗原検査、HCV 抗体検査は、ほぼ全ての施設で行

われていた。 

 

「７．輸血後感染症検査」では、HBV-DNA 核酸増幅検査、HCV コア抗原検査、HIV 抗

体検査が、ほぼ全ての施設で行われていた。 

 

「８．輸血前後の検体保存状況」では、輸血前の検体保存は、ほとんどの施設が凍結・冷

蔵保存していた。輸血後検体の保存は 6施設であった。 

 

 「９．その他（自由記述）」では、今後の輸血に関する課題等について、輸血前後の感染症

検査等の意見が寄せられた。 

 

（まとめ） 

平成 23年度アンケート調査開始から 11年目となった。その間、本委員会所属医療機関全

28施設では、管理体制、安全対策などは前年と同様の水準が維持されており、安全な輸血及

び使用の適正化に向けて推進されている。 

また、学会認定の各資格取得については、学会認定自己血輸血看護師を配置している施設

が 5 施設へと増加し、人数は 7 名となった。学会認定輸血検査技師、学会認定輸血看護師、

学会認定アフェレーシスナースの資格取得については増加が認められていない。これは、コ

ロナ禍において合同輸血療法委員会の活動が制限されたことや、医療機関のニーズの点など

もあり、周知活動の難しい点などがある。 

血液製剤の使用状況は、血小板製剤は前年と同様であり、赤血球製剤・凍結血漿は減少し

た。また、アルブミン製剤の使用については、等張製剤・高張製剤ともに使用量が減少した

ことから適正に使用されていると考えられる。 

令和 2 年 7 月、日本輸血・細胞治療学会より、「HBV・HCV・HIV 輸血後感染症検査は、

輸血された患者全例に実施すべき検査ではない、担当医の判断で輸血後感染症を実施しても

良い。また、輸血前検体保管は全例で実施すべきである」との考え方が示された。それに伴

い、今回のアンケート調査で状況を調査したが、ほとんどの施設で行われていた。今後、学

会の考え方が浸透していけば、輸血後感染症検査の実施施設は減少していくと考えられる。 

今後も、アンケート調査を継続し本県の現状を各医療機関に伝え、取り上げていくことが

必要である。 

以上 



1.基本事項

2施設が減床により中規模施
設から小規模施設になった。

2019年から変化はなかった。

2019年と比べ、大きな変化
はなかった。
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2019年と比べ、施設数に変
化はなかった。
人数は2019年8名から、2020
年7名に減少した。

2019年と比べ、1施設増加。
人数も2019年5人から2020年
7人に増加した。

2019年と比べ、変化はな
かった。
人数も、2019年、2020年とも
に10人で変化はなかった。

2.管理体制
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輸血療法委員会が設置され
ていないのは、200床未満の
施設だった。

3.輸血療法委員会

岩手で同看護師が所属する
施設は依然としてないままで
ある。

輸血療法委員会はほとんど
の施設で設置されている。
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ほとんどの施設が年6回以上
開催していた。

輸血患者数は昨年に比べ増
加している。

赤血球製剤と凍結血漿は減
少し、血小板製剤は 2019 年
と同等だった。

4.輸血療法の実績
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アルブミン製剤の使用量は、
等張製剤・高張製剤共に減
少した。

廃棄された血液製剤量は赤
血球製剤で増加し、血小板
製剤・凍結血漿では減少し
た。

2019年と比べ、大きな変化
はなかった。
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5.貯血式自己血輸血

2019年と比べ、大きな変化
はなかった。

2019年と比べ、大きな変化
はなかった。

2019年と比べ、採血件数は
減少した。
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6.輸血前感染症検査

2019年と比べ、減少した。

28施設中25施設で行ってい
た。

実施施設(25施設）のうち、
HBs抗原・HCV抗体検査は
全施設が行っていた。
HIV抗体検査は20施設が
行っていた。
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28施設中24施設で行ってい
た。

実施施設(24施設）のうち、
HBV-DNA核酸増幅検査は
23施設、HCVコア抗原検査
は22施設で行っていた。
HIV抗体検査は23施設が
行っていた。

ほとんどの施設で、全ての患
者の検体を凍結・冷蔵保存
していた。

7.輸血後感染症検査

8.輸血前後の検体保存状況
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6施設で全ての検体を保存し
ており、凍結保存2施設、冷
蔵保存4施設だった。

ほとんどの施設で保存してい
た。

ほとんどの施設で保存してい
た。
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専用の採血管に採血し未

開封のまま保存している

2
4

9

13

８−４．輸血後検体の保存状況

原則的に全ての患者の検

体を凍結保存している

原則的に全ての患者の検

体を冷蔵保存している

特別な場合以外、ほとんど

保存していない

保存していない

1

8

17

1

８−３．輸血前検体の保存期間

1.0〜6.0ヵ月

6.1〜12.0ヵ月

12.1〜24.0ヵ月

24.1ヵ月以上（永久保存を

除く）

永久保存

9 / 10



9-1.要望等

6ヵ月以下の施設が多かっ
た。

9.その他

輸血前後の感染症検査の動向について、今後の見通しがほしい

4

1

1

８−５．輸血後検体の保存期間

1.0〜6.0ヵ月

6.1〜12.0ヵ月

12.1〜24.0ヵ月

24.1ヵ月以上（永久保存を

除く）

永久保存
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